
京都府 

地域主権改革の推進について 

【関係省庁】内閣府、総務省、財務省 

 

 住民自治の視点に立った地域主権改革の推進に当たり、次のとおり

提案します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜京都府からの提案＞ 
 

１ 住民自治を支える新たな地方税財政制度を構築すること 
○省庁の縦割りや分野の括りにより、住民起点による施策の実施を阻

害している補助金等について、聖域なく見直しを行うこと 

○補助金等の見直しに当たり、一括交付金化はあくまで暫定的な措置

とし、早期に税源移譲を行うこと 

○今後増加する身近な地域福祉等のサービスを景気動向に左右される

ことなく安定的に提供できるよう、地方消費税の充実など、税源の

偏在性が少なく、税収が安定した地方税体系を構築すること  
 

２ 出先機関改革、国から地方への権限移譲を進めること 
○国の出先機関については原則廃止とし、次の順序で国から地方への

権限移譲を進めること 

 (1)都道府県で実施可能なものは、都道府県に権限を移譲 

 (2)都道府県での実施が困難なものは、広域連合等に移譲 

○権限移譲に伴う財源措置は、地方の努力によるコスト削減分を地方

の独自財源として活用できる「コスト低減型権限移譲財源スキーム」

を構築すること 

○権限を移譲するまでの間、国と地方の事務・事業の連携・協働を推

進し、住民起点によるワンストップサービス化を進めること 
 

３ 地域主権改革の進捗なくして道州制の導入を行わないこと  

○国民の気運が醸成されない中で、枠組論・組織論が先行した大型道

州制の導入については、新たな一極集中をもたらし、住民自治に逆

行する恐れがあるため、行わないこと 

○府県域を超える行政ニーズへの対応については、ヨーロッパ連合（Ｅ

Ｕ）をモデルとした広域連合方式など、現実的な対応を優先・支援

すること 



京都府 

京都府の現状・課題等 

◆住民起点による京都府の取組の代表例 

京都府では、離職を余儀なくされた求職者や生活保護受給者などの支援を

行うために、京都労働

局等と連携し、ワンス

トップ・サービス・デ

イを実施し、成果を上

げていることから、今

後、常設の生活就労ワ

ンストップ・サービス

センターである「ライ

フ＆ジョブカフェ京都

（仮称）」を開設するこ

ととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【京都府の担当部局】 

総 務 部  財政課         075-414-4411 

総 務 部  税務課        075-414-4426 

総 務 部  自治振興課   075-414-4448 

政策企画部  行政経営改革課 075-414-5742 

政策企画部  計画課       075-414-4348 

生活保護受給者非正規労働者

京都労働局
京都府・京都市

(住宅・生保等関連課） 労働者団体 関係機関（京都高技専、社会福祉協議会、福祉事務所等）

ライフ＆ジョブカフェ京都(仮称)

連携

ハローワークコーナー

カウンセリングコーナー

緊急スキルアップ訓練

トライアウト訓練

生活福祉資金貸付相談

生活保護相談

労働相談

多重債務相談

動機付けセミナー
ヒューマンスキル
テクニカルスキル

職業紹介
マッチング

定着支援
フォローアップ

トライアル雇用

実習型雇用事業

有期実習型訓練

国

府 国

府 住宅相談 国

府

国

市

府

就業支援機能 訓練機能 生活支援機能
マンツーマン・

サービス支援機能

総合相談機能

■パーソナルサポーター(仮称)
を配置

パーソナルサポーター(仮
称)が、直接出向いて、対
象者に必要となる各種サ
ービスを提供するなど、き
め細やかな支援を提供

２つの訓練を有機的に
組み合わせて実施

ライフ＆ジョブカフェ京都（仮称） （生活就労ワンストップ・サービスセンター）

経営者団体

◆コスト低減型権限移譲財源スキーム  


